
（５）事業専従者に関する調

納税
者数

左のうち
専従者控除
を受けた
納税者数

専従
者数

給与額
納税
者数

左のうち
専従者控除
を受けた
納税者数

専従
者数

控除額
納税
者数

左のうち
専従者控除
を受けた
納税者数

専従
者数

給与
（控除）額

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧(①+⑤)(②+⑥)(③+⑦) (④+⑧)

6,4242,7353,3616,326,0182,888 510 612435,0429,3123,2453,9736,761,060

5 3 5 22,3508 1 1 860 13 4 6 23,210

1,756 876 9823,479,102222 45 52 40,7401,978 9211,0343,519,842

55 31 39 94,7359 2 2 1,16864 33 41 95,903

8,2403,6454,3879,922,2053,127 558 667477,81011,3674,2035,05410,400,015

（注）１　　

　　　２　　１人で２以上の業種を兼業するものについては，主たる業種欄に記載した。
３ 

４ 

（６）減免に関する調 （単位：人，千円）

人　員
所得
金額

減免額

4462,387,35254,483（注）１ 　この調は，当年度において減免

- - - したものについて作成した。ただ

- - - し，「32　工場誘致条例等による

4462,387,35254,483 減免額に対する調」において，「

5 65,1871,876 低工法等に基づく基準財政収入額

- - - の控除の対象となる減免額」欄に

- - - 記載されたものは除いてある。

5 65,1871,876 ２ 　「天災による者」及び「公私の

74 362,4494,974 扶助を受ける者」は，法第72条の

- - - 62の規定に基づく減免について記

- - - 載した。

74 362,4494,974 ３ 　「その他」は上記３以外のもの

- - - を記載した。

- - - ４ 　「所得金額」は，減免を受けた

- - - 者に係る事業主控除前の所得金額

- - - を記載した。したがって，たとえ

5252,814,98861,333 ば所得金額 290万円の者が軽減又

- - - は免除を受けた場合でも所得金額

- - - は290万円として記載した。

5252,814,98861,333 ５ 　そのほか，（１）（２）（３）

表の（注）に準じて記載した。

第３種事業
（あん摩業等）

計

（単位：人，千円）

青　色　申　告 白　色　申　告 計

第
３
種
事
業

あん摩業等
以外

区　　　　　　　　　　分

そ の 他

計

天 災 に よ る 者

公 私 の 扶 助 を 受 け る 者

計

計

区　　　　　分

第１種事業

第２種事業

第３種事業（あ
ん摩業等以外）

計

あん摩業等

第１種事業

公 私 の 扶 助 を 受 け る 者

そ の 他

　この調は，当年度において課税したもの（減免により税額がなくなったものを除く。）のうち平成２２年中の所得分
について作成した。したがって，事業主控除による失格者については記載されていない。

　２以上の都道府県に分割する個人については，主たる事務所等が本県に所在するものを記載し，本県に従たる事務所
等の所在するものについては記載されていない。

　第３種事業中「あん摩業等」とは，あん摩・マッサージ又ははり・きゅう業等，税率３％の適用を受ける業種をい
う。

天 災 に よ る 者

第２種事業

天 災 に よ る 者

公 私 の 扶 助 を 受 け る 者

そ の 他

計

そ の 他

公 私 の 扶 助 を 受 け る 者

そ の 他

計

天 災 に よ る 者

公 私 の 扶 助 を 受 け る 者

天 災 に よ る 者


